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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第30期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第31期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第30期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 2,114,5232,197,6297,532,417

経常利益（千円） 518,931 279,865 958,840

四半期（当期）純利益（千円） 301,209 161,364 546,026

純資産額（千円） 9,760,4489,972,6149,957,991

総資産額（千円） 11,000,65111,167,54311,309,869

１株当たり純資産額（円） 2,034.212,078.432,075.38

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 62.78 33.63 113.80

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 88.7 89.3 88.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△451,804△515,191 706,398

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△158,663△37,100△280,683

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△90,684△137,489△144,128

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 3,719,9694,011,3584,701,180

従業員数（人） 236 239 234

　　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 239 [77]

　（注）　従業員数は就業人数であり、パートタイマー数は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を［　］外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 216 [75]

　（注）　従業員数は就業人数であり、パートタイマー数は、当第１四半期会計期間の平均人員を［　］外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは、化学品、火工品、機器類の製造及び販売を行っております。

　主要製品の内容は、次のとおりであります。

区分 主要品目 用途

化学品

温度管理用示温材
電力会社や工場の受変電設備・機械設備の発熱箇所の点検用として温度を色変化によっ

て検知する示温材等。

医療滅菌用資材 病院で使用される医療器具などの滅菌処理時に使用する滅菌用品等。

建設資材
トンネル掘削時の補助工法として使用される岩盤固結剤、ロックボルト用固着剤、テイカ

ウエルド工法による溶接剤等。

化工材
自己燃焼性に優れた焼尽材や、ガス発生剤を燃焼させ、そのガス圧を浮力または推力とし

て利用する固体式ガス発生器等。

火工品 ロケット用火工品
宇宙、防衛用ロケットモータの点火用としてのイグナイターや、ロケット分離用、人工衛

星アンテナ展開用駆動具等。

機器類
電設器材

送電線や鉄塔への落雷故障や鳥獣などが接触して起きる地絡故障を瞬時に表示する器材

等。

海洋機器 海洋観測、資源探査、海底地質調査、環境調査などに使用される観測・計測機器等。

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　
前年同四半期比（％）

　

化学品事業（千円） 792,133 －

火工品事業（千円） 356,076 －

機器類事業（千円） 158,885 －

合計（千円） 1,307,095 －

　（注）　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

(2）製品仕入実績

　当第１四半期連結会計期間の製品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

化学品事業（千円） 447,378 －

機器類事業（千円） 53 －

合計（千円） 447,431 －

　（注）　金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。
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(3）受注状況

　当第１四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

化学品事業 51,116 － 1,154,556 －

火工品事業 247,742 － 518,096 －

機器類事業 71,861 － 98,212 －

合計 370,720 － 1,770,865 －

　（注）　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

(4）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

化学品事業（千円） 1,666,363 －

火工品事業（千円） 374,959 －

機器類事業（千円） 156,306 －

合計（千円） 2,197,629 －

　（注）１．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総

販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日油株式会社 487,590 23.1 681,684 31.0

株式会社小松製作所 383,011 18.1 384,575 17.5

株式会社ケー・エフ・シー 264,146 12.5 284,618 13.0

２．日油株式会社は、当社の親会社であり、化工材、ロケット用火工品等を販売しております。

株式会社小松製作所には、化工材、ロケット用火工品等を販売しております。

株式会社ケー・エフ・シーには、建設資材を販売しております。

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

当第１四半期（連結）会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

日油株式会社による当社株の株式交換による完全子会社化

　当社は平成22年５月25日開催の取締役会決議に基づき、当社の親会社である日油株式会社（以下「日油」といいま

す。）との間で、日油を株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換契約を締結いたしました。

　日油及び当社は、これまで密接な提携関係のもとで、両社の強みを活かした事業の展開とシナジーの追求に注力し

てまいりましたが、昨今の経済環境は一段と厳しさを増しており、さらなる発展のためにはグループ全体での一層の

経営資源の効率的・機動的な活用と迅速な経営判断が事業運営上、不可欠な状況となっております。日油グループ内

の完全親子会社関係の中で人材、資材調達、販売・研究等の情報の共有化など経営資源をより緊密に連携させること

が、日油グループ全体の企業価値の向上につながると判断したため、平成22年９月１日を効力発生日として、日油を

完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換を行う予定であります。

　株式交換の概要は、以下のとおりであります。

(1）株式交換の内容

　日油を完全親会社とし、当社を完全子会社とする株式交換

(2）株式交換の日

　平成22年９月１日

(3）株式交換の方法

　効力発生日の前日の当社の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、下記の株式交換比率に基づき、日

油の株式を割り当て交付します。

(4）株式交換比率

　　当社の普通株式１株に対して、日油の普通株式4.3株を割当交付します。

(5）株式交換比率の算定根拠

　株式交換の株式交換比率の公正性・妥当性を確保するため、日油はみずほ証券株式会社を、当社はプライスウォー

ターハウスクーパース株式会社を、株式交換比率の算定に関するそれぞれの第三者算定機関として選定し算定を依

頼しました。

　みずほ証券株式会社は、日油および当社について、市場株価基準法およびディスカウンテッド・キャッシュフロー

法（以下「ＤＣＦ法」といいます）を採用して算定を行い、これらを総合的に勘案して株式交換比率を算定しまし

た。

　プライスウォーターハウスクーパース株式会社は、日油および当社について、市場株価基準法およびＤＣＦ法を採

用して算定を行い、これらを総合的に勘案して株式交換比率を算定しました。

　これらの算定結果を踏まえ、両社間で慎重な交渉・協議を行ったうえ本株式交換の株式交換比率を決定いたしまし

た。

(6）株式交換完全親会社となる会社の概要

資本金　　17,742百万円（平成22年５月25日現在）

事業内容　油脂製品、化成製品、火薬・加工品の製造販売　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況　

当第１四半期におけるわが国経済は、在庫調整の進展や海外経済の回復を背景とした輸出、生産の増加などにより

景気の底打ちの兆しが見られたものの、欧州諸国の財政危機に端を発した混乱が世界に広まったことによる株安や円

高傾向等による企業収益への影響が見られるなど不安定な状況が続きました。

このような環境の下、当社グループではお客様の要望に応える新製品開発に注力しつつ積極的な営業展開を進めま

した。更に一部商品においては、納入時期の変動等の影響もあり、当第１四半期の売上高は、2,197百万円（前年同期比

3.9%増）となりました。　

当第１四半期連結会計期間の各セグメント別の概況は次のとおりであります。

化学品事業：温度管理用示温材は一部関連業界の稼動率回復の影響を受けて売上高は増加しました。一方、滅菌カー

ドは前年並を維持したものの、滅菌バッグは厳しい価格競争状況の下で売上高は減少しました。

建設資材は、トンネル掘削用補助資材は九州地区での売上高は減少しましたが、北海道・北関東地区向

けは順調に推移し売上高は増加しました。無機系固着材は耐震補強用の増加もあり前年を上回ることが

出来ました。電設工具類は大型住宅・工場建設等の回復が遅れており売上高は減少しました。

化工材は、ガス発生剤関連商品の出荷が順調に推移して、売上高は増加しました。

この結果、化学品事業の売上高は、1,666百万円となりました。

火工品事業：宇宙観測用及び防衛用火工品は共に順調に推移して、売上高は増加しました。

この結果、火工品事業の売上高は、374百万円となりました。

機器類事業：電設器材は前年並みで、計画通り順調に推移しました。また、海洋機器につきましては、前年納入予定の

一部の機器が今期の納入となり売上高は増加しました。　

この結果、機器類事業の売上高は、156百万円となりました。

製造原価、販売費および一般管理費は、退職給付費用の増加及び親会社との株式交換による完全子会社化に係る費

用の発生に加え、販売製品の品種構成の影響を受けて大幅に増加しました。この結果、営業利益は273百万円（前年同

期比46.3％減）、経常利益は279百万円（前年同期比46.1％減）、四半期純利益は161百万円（前年同期比46.4％減）

となりました。　

(2）キャッシュ・フローの状況　

　当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、515百万円の資金支出（前年同期は451

百万円の支出）となりました。

　主な増加項目は税金等調整前四半期純利益277百万円、たな卸資産の減少額285百万円、主な減少項目は、売上債権の

増加額861百万円、賞与引当金の減少額135百万円、法人税等の支払額224百万円等によるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、37百万円の資金支出（前年同期は158百万円の支出）となりました。これは

主に、有形・無形固定資産の取得による支出等によるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、137百万円の資金支出（前年同期は90百万円の支出）となりました。これは

配当金の支出額によるものであります。

　以上の結果、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、4,011百万円（前年同期は3,719百

万円）となりました。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間は、製品の出荷は順調に推移したものの、退職給付費用の増加及び親会社との株式交換

による完全子会社化に係る費用の発生に加え、販売製品の品種構成の影響を受けたこと等により予定の業績を上げる

ことができませんでした。しかし、この影響は今後徐々に薄らいでゆく見込みです。

今後につきましては、お客様の要望に迅速に対応し、信頼をいただきながら業容の拡大を図って行くという基本方

針に従って事業運営を進めます。その中で既存商品の原価低減と新製品の拡販に取組んでまいります。また、一層の拡

大を目指す示温材、滅菌資材、建設資材、海洋機器事業には、さらに経営資源を投入して市場の要望に応えてまいりま

す。そして新倉庫の完成に合せた場内物流の効率化と研究棟の増強、更にユーティリティ関連施設の更新にも取組ん

でまいります。

今年度、最終年度を迎えた現在の中期経営計画に引き続き、2013年度を最終とする、中期経営計画の作成に取り組

み、現在の事業運営上の問題点を明確にして次年度以降の飛躍につなげる事業計画を策定いたします。

国内外の景気動向は引き続き予断を許さない状況が続くものと思われますが、より良い製品開発とそのスピード

アップに注力してお客様の信頼を得ると同時に安全とコストダウンの成果を挙げることにより、当初計画の達成を目

指してまいります。　国内外の景気動向は引き続き厳しい状況が続くものと思われますが、より良い製品開発とそのス

ピードアップに注力してお客様の信頼を得ることにより、当初計画の達成を目指してまいります。　

　

(4）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、135百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間における当社グループの研究開発活動の状況は以下の通りであります。

化学品事業：温度管理用示温材分野では、環境適応型示温材に関して金属錯体を用いた試作品による耐環境性の評価

段階を経て、市場投入に向け集中的に研究を進めています。半導体製造工程で用いられる温度管理材は、

真空工程での精度向上、温度系列の充実化の取り組みを進めています。食品関連市場での生鮮食料品用

インジケータは、米国TT社製低温インジケータの国内市場ニーズの探索を積極的に進めます。

医療用滅菌資材分野では、バッグタイプに関して、技術的、製造上の課題を解決した製品の全面リニュー

アルを実施します。また、付加価値の高いカードタイプのインジケータ開発に関しては、昨年度の国内向

け新タイプ導入に続き、今年度は海外向けに取り組んでいます。

建設資材分野では、トンネルを止水構造とするウレタン止水材、高浸透型のウレタン材などトンネル施

工実績をもとに改良を重ね製品化を進めております。更にトンネル空洞充填としての高発泡裏込め注入

材、一液性ウレタン注入材の開発にも取組んでいます。また、耐震補強工法や、耐震対策工法において使

用される、無機系セメントカプセルに関しては、長寿命化、適用拡大など各種要望に応え開発を進めま

す。　

火工品事業：火工品分野では、米国からの技術導入により国産化を進めている新規点火装置に関して、量産の製造を

開始致しました。次ロット生産に向け順調に進んでおります。新方式のロケット分離装置の開発につき

ましては、次のステップに移行のため、日程や試験方法について客先と調整を行っております。

機器類事業：電設器材分野では、架空地線に損傷を与える特徴的な落雷を検出して表示する架空地線損傷表示器は、

製品化に向けた量産試作を開始しました。非接地系鉄塔の地絡検出器、保守監視システム、航空障害灯不

点検出通報装置などは、引き続き受託研究を継続します。また開発を進めている鉄塔間伝送装置は評価

器による耐雷性能確認フィールド試験を雷シーズンに合わせて実施します。

海洋機器分野では、イリジウムによる衛星通信機能を備えたＧＰＳ漂流ブイは、ＧＰＳの捕捉効率を上

げる対策を完了し、今年度受注には問題なく対応できることとなりました。また開発中の自己昇降式小

型ウインチについては、第2回係留試験に備え最終調整を実施しています。独立行政法人石油天然ガス・

金属鉱物資源機構（JOGMEC）から公募のあった「海底着座型ボーリングマシンシステム（Ａ－ＢＭ

Ｓ）」に関して当社技術提案書が採択されました。今後は詳細仕様を詰め、早期に売買契約の締結を

行っていきます。

EDINET提出書類

日油技研工業株式会社(E01038)

四半期報告書

 9/28



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,600,000

計 17,600,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 4,800,000 4,800,000
大阪証券取引所　　　　　　　　

　　　(ＪＡＳＤＡＱ市場)
単元株式数1,000株

計 4,800,000 4,800,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 4,800,000 － 1,478,000 － 1,131,520

 

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

①【発行済株式】　

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     1,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,792,000 4,792 －

単元未満株式 普通株式     7,000 － －

発行済株式総数          4,800,000 － －

総株主の議決権 － 4,792 －

 

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日油技研工業

株式会社

埼玉県川越市的

場新町21-2
 1,000  － 1,000 0.02

計 －  1,000  － 1,000 0.02

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 1,124 1,540 1,680

最低（円） 1,011 1,020 1,477

　   （注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について　

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 127,393 91,782

受取手形及び売掛金 3,490,714 2,629,565

商品及び製品 994,205 1,172,453

仕掛品 403,731 516,491

原材料及び貯蔵品 580,620 574,907

預け金 3,883,965 4,609,398

繰延税金資産 175,854 175,963

その他 170,513 201,636

貸倒引当金 △6,172 △7,694

流動資産合計 9,820,825 9,964,503

固定資産

有形固定資産 ※
 1,106,064

※
 1,100,497

無形固定資産 12,838 13,589

投資その他の資産

投資有価証券 111,457 116,723

長期貸付金 2,050 3,250

繰延税金資産 54,203 52,304

その他 66,981 66,982

貸倒引当金 △6,876 △7,981

投資その他の資産合計 227,816 231,278

固定資産合計 1,346,718 1,345,365

資産合計 11,167,543 11,309,869

負債の部

流動負債

買掛金 311,760 398,209

賞与引当金 135,221 270,822

未払法人税等 119,265 235,138

資産除去債務 3,860 －

その他 373,322 243,034

流動負債合計 943,430 1,147,205

固定負債

退職給付引当金 151,402 107,688

役員退職慰労引当金 38,584 37,186

資産除去債務 1,593 －

その他 59,918 59,796

固定負債合計 251,498 204,672

負債合計 1,194,929 1,351,877
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,478,000 1,478,000

資本剰余金 1,131,520 1,131,520

利益剰余金 7,369,418 7,351,998

自己株式 △2,107 △2,107

株主資本合計 9,976,831 9,959,411

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △4,216 △1,419

評価・換算差額等合計 △4,216 △1,419

純資産合計 9,972,614 9,957,991

負債純資産合計 11,167,543 11,309,869
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 2,114,523 2,197,629

売上原価 1,260,212 1,517,719

売上総利益 854,311 679,909

販売費及び一般管理費 ※
 345,271

※
 406,464

営業利益 509,039 273,445

営業外収益

受取利息 3,844 3,010

受取配当金 2,492 2,537

為替差益 1,952 －

その他 1,602 1,808

営業外収益合計 9,892 7,356

営業外費用

為替差損 － 935

営業外費用合計 － 935

経常利益 518,931 279,865

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,331 2,626

特別利益合計 2,331 2,626

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,608

特別損失合計 － 4,608

税金等調整前四半期純利益 521,263 277,884

法人税等 220,053 116,519

少数株主損益調整前四半期純利益 － 161,364

少数株主利益 － －

四半期純利益 301,209 161,364
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 521,263 277,884

減価償却費 50,301 46,633

賞与引当金の増減額（△は減少） △120,117 △135,601

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,654 43,713

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,517 1,397

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,331 △2,626

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,608

受取利息及び受取配当金 △6,337 △5,547

為替差損益（△は益） △602 40

売上債権の増減額（△は増加） △560,022 △861,149

たな卸資産の増減額（△は増加） △30,783 285,296

その他の資産の増減額（△は増加） △69,799 30,894

仕入債務の増減額（△は減少） △65,340 △51,926

未払消費税等の増減額（△は減少） 17,192 24,846

その他の負債の増減額（△は減少） 36,700 44,895

小計 △223,705 △296,642

利息及び配当金の受取額 11,363 5,777

法人税等の支払額 △239,462 △224,326

営業活動によるキャッシュ・フロー △451,804 △515,191

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △160,773 △38,870

投資有価証券の取得による支出 △29 △30

貸付金の回収による収入 1,600 1,200

その他 540 600

投資活動によるキャッシュ・フロー △158,663 △37,100

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △90,684 △137,489

財務活動によるキャッシュ・フロー △90,684 △137,489

現金及び現金同等物に係る換算差額 602 △40

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △700,550 △689,821

現金及び現金同等物の期首残高 4,420,520 4,701,180

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,719,969

※
 4,011,358
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更

　

　

　

　

　

　

　

　

資産除去債務に関する会計基準等の適用　

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しております。　　

これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ56千円減少し、税金等調

整前四半期純利益は4,665千円減少しております。また、当会計基準等の適

用開始による資産除去債務の変動額は5,271千円であります。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し

前連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する

方法によっております。また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低

下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方

法によっております。

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前連結会計年度末以降に

経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるた

め、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．税金費用の計算

 

 

  税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

  なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、3,369,451千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、3,319,585千円であ

ります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月1日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月1日
至　平成22年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

　給料手当 96,051千円

　賞与引当金繰入額 39,155 

　退職給付費用 5,864 

　役員退職慰労引当金繰入額 2,517 

　減価償却費 2,697 

　給料手当 95,114千円

　賞与引当金繰入額 45,273 

　退職給付費用 13,583 

　役員退職慰労引当金繰入額

  減価償却費

2,567　

2,453

 

　

　      

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

 （千円）

　現金及び預金勘定 140,554

　預け金勘定 3,579,414

　現金及び現金同等物 3,719,969

 

 （千円）

　現金及び預金勘定 127,393

　預け金勘定 3,883,965

　現金及び現金同等物 4,011,358
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式  4,800,000株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式  1,850株 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。　

４．配当に関する事項

　　　　　　配当金支払額　

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日

定時株主総会
普通株式 143,944 30平成22年3月31日平成22年６月24日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
化学品事業
（千円）

火工品事業
（千円）

機器類事業
（千円）

計（千円）
消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 1,651,296343,313119,9142,114,523 － 2,114,523

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － － －

　計 1,651,296343,313119,9142,114,523 － 2,114,523

営業利益 423,38158,43227,224509,039 － 509,039

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の種類・性質及び販売市場等の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

化学品

温度管理用示温材

医療滅菌用資材

建設資材

化工材

火工品 ロケット用火工品

機器類
電設器材

海洋機器

　

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自

平成22年４月１日　至平成22年６月30日）　

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

  前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自

平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、製品の類似市場別セグメントから構成されており、「化学品事業」、「火工品事業」及び

「機器類事業」の３つを報告セグメントとしております。

「化学品事業」は、温度管理用示温材、医療滅菌用資材、建設資材及び化工材を製造販売しております。

「火工品事業」は、ロケット用火工品を製造販売しております。「機器類事業」は、電設器材及び海洋機器等

を製造販売しております。　　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 化学品事業 火工品事業 機器類事業 合計

売上高     

外部顧客への売上高 1,666,363374,959 156,3062,197,629
セグメント間の内部売上高又は
振替高

－ － － －

計 1,666,363374,959 156,3062,197,629

セグメント利益又は損失（△） 227,002 55,346 △8,904 273,445

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

当社の報告セグメントの利益又は損失の金額は四半期連結計算書の営業利益であり、差額はありません。　

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　受取手形及び売掛金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比

べて著しい変動が認められます。

　

科目
四半期連結貸借対照
表計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

受取手形及び売掛金 3,490,714　 　 　

　　  貸倒引当金（※） △5,394 　 　

　 3,485,320 3,485,320 －

　
　　　（※）受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。
　
　（注）金融商品の時価の算定方法

受取手形及び売掛金　

これらの時価は連結決算日における貸借対照表計上額から貸倒引当金を控除した金額に近似しており、当

該金額を以って時価としております。　

　

（有価証券関係）

  当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）　

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　該当事項はありません。　

 

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）　

該当事項はありません。　

　

（資産除去債務関係）

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首と比較して著しい変動はありません。

　

（賃貸等不動産関係）

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 2,078.43円 １株当たり純資産額 2,075.38円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 62.78円 １株当たり四半期純利益金額 33.63円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日

　    至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日

　    至　平成22年６月30日）

  四半期純利益（千円） 301,209 161,364

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 301,209 161,364

  期中平均株式数（株） 4,798,152 4,798,150

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月12日

日油技研工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙 島 誉 章　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 成 澤 和 己　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日油技研工業株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日油技研工業株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月11日

日油技研工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 成 澤 和 己　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西 田 裕 志　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日油技研工業株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日油技研工業株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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